
コールセンター(貯炭場)の共有化・
連携に向けて

平成28年3月15日

損保ジャパン日本興亜
リスクマネジメント株式会社

高橋 孝一

資料2



１.コールセンター(貯炭場)の共有化・連携に向けて
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１）儲ける仕組み 共同会社の例

○○共同火力
一般電気事業者と他の事業者、企業体間で共同して設置する火力発電所。

共同火力には、電気事業の広域運営の観点から設立されたものや、製鉄所から
発生する副生ガス（高炉ガス、コークス炉ガス等）を有効利用し、経済的かつ長
期的に発電を行うために設立されたものなどがある。

例えば、大分共同火力は九州電力と新日鉄住金との共同出資会社

 ７社が共同して事業を行うことは、平時から儲かる仕組みを作り出すと判断します。ま
た、リスクの分散にもつながるので、保険などのリスクファイナンスはかなり安くなり
ます
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２）儲ける仕組み 民間共同備蓄への挑戦

○○石油備蓄
日本では、民間備蓄と国家備蓄の両方式で石油備蓄が行われている。

前者は民間企業が石油流通の施設に在庫を多めに持つ方法で、原油と石
油製品を石油タンクなどに備蓄し、随時入れ替えを行っている。

後者は国が備蓄基地を建設し原油の形で封印保管するもので経済産業大
臣の指示のあるときのみ出し入れを行う。

例えば、新潟石油共同備蓄は(独)石油天然ガス・金属鉱物資源機構と
昭和シェル石油、太陽石油、東亜石油、中部電力、コスモ石油との共同
出資会社

業務としては下記の通り
■石油貯蔵施設の貸与
■石油類の貯蔵と受払
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３）リスクの分散による保険が安くなる仕組み
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補償限度額は最大のAで設定補償限度額を各社毎に設定
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２. BCPに活用できるリスクファイナンス
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１）リスクファイナンス



（名称）BCP地震補償保険
2011年９月発売以来４５０件、ご契約者は太平洋側に多い

 地震による利益損失を補償 建物などの物の損害は補償しないが、自社ビルが壊れて操
業停止、取引先が地震で停止しているため連鎖的に操業停止、インフラが停止している
ため操業ができないなどの利益の減少や事業継続のために出費した追加費用を補償

 ご契約時に指定した「震度観測点(中国地方又は南海トラフなどの十数か所の大きなエリ
ア)」において「震度6強」以上の地震が発生した時に補償

 保険金請求から30日以内に全額仮払いされる
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2）BCPに活用できる保険(東日本大震災後に発売した保険)

○一口100万円補償 ですので100口 1億円補償

○一口3万円～7万円 エリアによって掛け金が異なる

○一口4万円のエリアの場合 100口で400万円(1年間の掛け金)1か月あたり33万円

２. BCPに活用できるリスクファイナンス



３. BCP地震補償保険とは
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